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教 支 第 ２ ６ ５ 号令 和 ２ 年 ８ 月 ６ 日各 市 町 村 教 委 教 育 長各 中 学 校 長各 義 務 教 育 学 校 長各 中 等 教 育 学 校 長各 特 別 支 援 学 校 長
奈良県教育委員会教育長

令和３年度高等学校等進学予定者に対する育成奨学金の

予約申請手続に関する説明会の中止について（通知）

このことについて、毎年開催していました育成奨学金の予約申請手続きに関する説明会を新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から中止しますので、貴校担当者にご通知ください。なお、説明会で配布を予定していた資料は、８月下旬に郵送します。
問合せ先奈良県教育委員会事務局 学校支援課 授業料奨学金係〒630-8502 奈良市登大路町３０番地ＴＥＬ:０７４２－２７－９８５９ＦＡＸ:０７４２－２７－２９８５

殿
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教 職 第 ２ ６ ４ 号令 和 ２ 年 ８ 月 ６ 日各 市 町 村 教 委 教 育 長
殿各 県 立 学 校 長

奈良県教育委員会教育長

令和３年度奈良県公立学校管理職（校長）

候補者選考について（通知）このことについて、下記により実施しますので、関係者に周知されるようお願いします。なお、要項等の配布は令和２年９月１７日（木）から行います。記１ 目 的県内公立小・中・義務教育学校及び県立学校（以下「公立学校」という。）の管理職（校長）としての適格者を選考するために実施する。２ 資 格公立学校長を志願する者（以下「志願者」という。）で次の(１)及び(２)の条件（条件は令和３年４月１日現在。以下同じ。）を満たすものとする。(１) 県内の公立学校教頭又は県若しくは市町村教育委員会事務局職員等（出向者も含む。以下同じ。）として通算２年以上の勤務経験を有する者。ただし、県又は市町村教育委員会事務局職員等の勤務経験は、管理職（教頭）候補者名簿へ登載後の勤務経験に限る。(２) 県内どこにでも勤務できる者３ 選考の方法及び基準(１) 選考は、面接試験の結果に加え、書類（調書等）を総合的に考慮して合否を決定する。(２) 選考の基準は、おおむね次のとおりとする。ア 人格的に尊敬され、教育的識見、統率力及び判断力に優れ、管理職として安定した調整力を発揮しながら学校を経営していく能力を有すると認められる者イ 心身ともに健康で、力強く職務を遂行する意欲と情熱を有すると認められる者
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ウ 幅の広い職務経験を有し、職務に関する多様な課題や困難な事象に柔軟に対処できる行動力や実践力に富み、部下への指導力を十分に発揮できると認められる者４ 面接の日時及び場所(１) 日時令和２年１１月２８日（土）、２９日（日）※ 各人の面接の時刻等については、別に通知する。(２) 場所奈良県立教育研究所５ 出願手続等(１) 志願者は、次の各書類を所属長を通じて、令和２年１０月１６日（金）までに県教育長に提出すること。ア 願書 〔用紙は令和２年９月１７日（木）以降に所属長に請求〕イ 連絡用封筒 ２通〔長３（12.0cm×23.5cm）の定型のり付き封筒に２４４円切手（特定記録で郵送）を貼り、宛名及び宛先（志願者氏名及び自宅住所）を記入したもの。なお、郵便料金の改定があった場合は、改訂後の料金に合わせた切手を貼ること。〕(２) 所属長は、各志願者についての調書を作成し、志願者の書類とともに、市町村立学校及び市町村教育委員会事務局等の志願者については市町村教育委員会教育長に、県立学校及び県教育委員会事務局等の志願者については県教育長に提出するものとする。(３) 市町村教育委員会教育長は、提出された各志願者についての調書に所見を記入し、県教育長に提出するものとする。(４) 選考結果については、本人に通知する。６ 名簿登載(１) 選考合格者については、管理職（校長）候補者名簿（以下「名簿」という。）に登載する。校長への登用については、この名簿に登載された者の中から決定する。(２) この名簿は、管理職（教頭）候補者名簿の上位にあるので、名簿登載者は当然に教頭候補者にもなりうる。(３) 登載された者が次の各号のいずれかに該当することとなった場合は、名簿から削除する。ア 任用を辞退した場合イ 公立学校教員の資格を失った場合ウ 心身の故障のため、管理職の職務遂行に支障があり、又はこれに堪えられないことが明らかとなった場合エ 前各号に定めのあるもののほか、管理職としての適格性を欠くことが明らかとなった場合
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教 職 第 ２ ６ ５ 号令 和 ２ 年 ８ 月 ６ 日各 市 町 村 教 委 教 育 長
殿各 県 立 学 校 長

奈良県教育委員会教育長

令和３年度奈良県公立学校管理職（教頭）

候補者選考について（通知）このことについて、下記により実施しますので、関係者に周知されるようお願いします。なお、要項等の配布は令和２年９月１７日（木）から行います。記１ 目 的県内公立小・中・義務教育学校及び県立学校（以下「公立学校」という。）の管理職（教頭）としての適格者を選考するために実施する。２ 資 格公立学校管理職を志願する者（以下「志願者」という。）で次の(１)～(３)の条件をすべて満たすものとする。(１) 教諭（養護教諭及び栄養教諭を含む。）普通免許状又は特別免許状を所有し、現に県内の公立学校教員（国公私立学校又は他県と人事交流中の教員も含む。）又は県若しくは市町村教育委員会事務局職員等（出向者を含む。以下同じ。）である者(２) ３５歳以上５５歳までの者（令和３年４月１日現在）で、教諭（主幹教諭、養護教諭及び栄養教諭を含む。）又は教育委員会事務局職員等（以下「教諭等」という。）として通算１０年以上の勤務経験を有するもの、又は教諭等の勤務経験が５年以上かつ校務経験値が９以上であるもの※ 経験年数は、令和３年３月３１日現在。栄養教諭は学校栄養職員の経験を含む。また、教諭等の経験は県内外、国公私立を問わない。※ 校務経験値は令和元年度末評価とする。県又は市町村教育委員会事務局等に勤務する志
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願者で校務経験値が未確定なケースは個別に県教職員課で判断する。(３) 県内どこにでも勤務できる者３ 選考の方法と基準(１) 選考は、記述試験（論文、法規）及び面接試験の結果に加え、書類（調書等）を総合的に考慮して合否を決定する。(２) 選考の基準は、おおむね次のとおりとする。ア 人格が優れ、教育的識見、統率力及び判断力を有し、管理職として学校を運営していく能力を有すると認められる者イ 心身ともに健康で、前向きに職務を遂行する意欲を有すると認められる者ウ 幅の広い職務経験を有し、職務に関する多様な課題や困難な事象に柔軟に対処できる行動力や実践力に富むと認められる者(３) 現に県又は市町村教育委員会事務局等（出向を含む。）に２年以上継続して勤務している志願者は、記述試験をすべて免除し面接試験のみを実施する。(４) 選考に合格し、一旦管理職（教頭）候補者名簿に登載された者が、登載期間終了に伴って再度志願する場合は、記述試験の「法規」は免除し、「論文」と面接試験を実施する。４ 記述試験・面接の日時及び場所(１) 日時令和２年１１月２８日（土）、２９日（日） 記述試験（論文、法規）、面接※ 記述試験の法規については、教育小六法などの法規集の持ち込みを許可する。ただし、解説書、参考書、問題集、コピー類、自作メモ類等は不可とする。※ 各人の面接の時刻等については、別に通知する。(２) 場所奈良県立教育研究所５ 出願手続等(１) 志願者は、次の各書類を所属長を通じて、令和２年１０月１６日（金）までに県教育長に提出すること。ア 願書 〔用紙は令和２年９月１７日（木）以降に所属長に請求〕イ 連絡用封筒 ２通〔長３（12.0cm×23.5cm）の定型のり付き封筒に２４４円切手（特定記録で郵送）を貼り、宛名及び宛先（志願者氏名及び自宅住所）を記入したもの。なお、郵便料金の改定があった場合は、改訂後の料金に合わせた切手を貼ること。〕(２) 所属長は、各志願者についての調書を作成し、志願者の書類とともに、市町村立学校及び市町村教育委員会事務局等の志願者については市町村教育委員会教育長に、県立学校及び県教育委員会事務局等の志願者については県教育長に提出するものとする。



- 13 -

(３) 市町村教育委員会教育長は、提出された各志願者についての調書に所見を記入し、県教育長に提出するものとする。(４) 選考結果については、本人に通知する。６ 名簿登載(１) 選考合格者については、管理職（教頭）候補者名簿（以下「名簿」という。）に登載する。教頭への登用については、この名簿に登載された者の中から決定する。(２) 名簿登載期間は５年間（令和３年度登載者は令和７年度末まで）を限度とする。ただし、県又は市町村教育委員会事務局職員等として勤務する者については、その職にある期間は名簿登載を継続する。(３) (２)の規定にかかわらず、平成３０年度以前に名簿へ登載（平成２９年度以前実施試験に合格）されている者については、上限を定めずに登載を継続する。(４) 登載された者が次の各号のいずれかに該当することとなった場合は、名簿から削除する。ア 任用を辞退した場合イ 公立学校教員の資格を失った場合ウ 心身の故障のため、管理職の職務遂行に支障があり、又はこれに堪えられないことが明らかとなった場合エ 前各号に定めのあるもののほか、管理職としての適格性を欠くことが明らかとなった場合


